
項　　目 内　　容

市民意見募集の方法が不十分

インターネット以外の素案の入手が不可能

１次・２次の検証について 1次・２次の検証や市民参加がなされていない

後期基本計画に向けて ３次から後期基本計画への道筋が述べられていない

政策形成における市民参加について 市民参加をどのように保障していくのか

新しい公共の視点からの政策提起がほとんど無い

財政的な制約が強く新しい政策提起がほとんど無い

｢日常生活及び緊急時の安全・安心性の
向上｣の指標について

「日常生活に対する安心感」3.6％は低すぎる

｢時代をはぐくむ文化･教育環境の創
造」の指標について

「定住意向」はこの節の指標にふさわしくない

「学校教育の推進」の指標について 指標を「学校生活に充実感を感じている児童生徒の割合」とすべき

「青少年の健全育成」の指標について 「青少年育成団体への小中学生の帰属率」は今の時代に合っていない

「良好な生活空間の実現」の指標につ
いて

「資産価値」は他の指標に変えるべき

「自然環境に満足している人の割合」ではなく、より客観的な「緑地面積」等にすべき

「ＢＯＤ」環境基準値より良い水質をめざすべき

「環境基準総達成率」目標を国の基準よりも上にすべき

「廃棄物の最終処分量」の目標値19,000ｔはもっと減量すべき

｢就労環境と就労機会の整備」の指標に
ついて

「障害者法定雇用率を達成している企業の割合」目標をもっと上げるべき

「多機能な近郊型観光の展開」の指標
について

「観光客が多く訪れるようになる」という目的そのものが違う→より市民に目を向けるべき

「計画行政の推進」の指標について 「パブリックコメント件数」は「パブリックコメントが行われた事業の割合」等に直すべき

№4男女共同参画 後退している

№6パートナーシップ 市民と行政が対等でない

№15・16子ども総合計画 「子ども総合計画」を市民参加で作成すべき

大規模児童クラブの対策を速やかに

児童館の具体策を示すべき

№21がん検診 負担額の増は時代に逆行

№31病院事業の安全体制 医療安全研修会には全職員の参加を目標としてほしい

№35老人ホーム 廃止は問題である

より抜本的な見直しを望む

事業を縮小すべき

「図書館の充実」という項を独立すべき

図書館のあり方について公募市民も含めて検討すべき

中央図書館建設の展望を提案すべき

№42学力テスト 標準を上回る目標設定をすべきでない

№44「不登校の解消」 外国籍の子どもの学習保障を盛り込むべき

早期に対策をすべき

ＩＴ化よりも耐震化を優先すべき

№47「小中学校の適正規模適正配置」 前回の反省に立ち、強制すべきではない

平和への取り組みにおいて企画段階からの市民参加を望む

市民との協働事業とすべき

市民による実行委員会を作って、平和都市宣言の趣旨に沿ったイベントを行うべき

№55博物館機能の充実 デジタル画像の配信は、効果に疑問

№57景観形成 計画策定よりも具体的な施策を望む

№58緑の保全 新たな緑地よりも既存の緑地保全が重要

№65廃棄物対策 ごみの資源化対策が全くない

№67ごみの減量 有料化よりも市民の協力による徹底した分別を進めるべき

№73防災に対する備蓄 政策の内容が不明　市民への情報提供と協力が大事

№81放置自転車 市民との協働事業とすべき

№83区画整理事業 既存の住宅地の再利用を考えるときであろう

№17放課後児童クラブ等

№53「平和への取組」

№40おはなしキャラバン

№41「社会教育施設の見直し」

№46学校の耐震化

意見募集方法に関して

新たな政策の提起について

「人と自然が共生するまちづくり」の
指標について

「リサイクル型の都市づくり」の指標
について



項　　目 内　　容

№84・85・86交通政策 車の交通より人や自転車の交通を優先すべき

№87成田新高速鉄道 県や鉄道事業者への要請の内容等情報提供を望む

№89河川整備 雨水貯留の施策に重点を置くべき

№98・99農地保全 有識者・農業関係者等の知恵を集めて施策出す必要がある

№105窓口サービス 民間委託で職員を減らすことが目的のような計画は変えるべきである

№115未利用財産の処分 処分を適正に判断する仕組みが必要

永久凍結を望む

緑の保全政策と3・3・7号線の建設は矛盾する→3・3・7合線の計画見直しを望む

森の保存を望む

道路によって便利にはなるが、失われるものを考えてほしい
人・もの・自然を大切にする「もったいない運動」を進めている松戸市が今工事を進めるべ
きではない

緑保全のため凍結を望む

緑の保全に十分配慮し、騒音や交通混雑を招かないよう慎重に検討する旨、修正すべき。

緑地保存を最優先した対応をすべき

急いで整備する必要はない

懸案事業・病院建替え まず市民への情報提供が優先

現状の施設を有効利用して、図書館、多目的ホール、高齢者の憩いの場等への活用を望む

地区図書館としての利用を望む

公共施設への活用を望む

住民合意による総合的・複合的施設を建設すべき

懸案事業・3・3・7号線

懸案事業・廃校跡地の利用


